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２．対象・目的・内容
学校支援ボランティアバンクへの登録希望者を募り、学校の要請に応じて、ボランティアを派遣する。学習や部活
動、学校

年

行事の支援、環境整備、安全パトロールなど様々な面で学校を支援する。

事 業 概 要

市内全域小中学校12校
事業の対象

（誰・何を）

○市民を対象に学校支援ボランティアバンクへの支援を募り、学校の支援に柔軟に応じる体

度

制をつくる。
事業の目的 ○学校・家庭・地域の連携による効率的な学校支援と、地域とともにある学校づくりに向けた体制整備を目的とす

（どういう状態 　る。
にするために)

コーディネーターが、学校支援ボランティアバ

　

ンク登録者と学校からの要請を調整する。ボランティア登録者は、
事業の内容 学習や部活動、学校行事の支援、環境整備、安全パトロールなど様々な面で学校を支援する。　（当事業は平成22
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平成 算

ぞれ３分の１の負担で実施している事業である。

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 3 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 改善・見直し

次 総合

事

評価
　主な経費となっているコーディネーター活動謝金は、補助対象経費の積算基準限度内に収め、チラシの印刷枚数

評 や配布方法に工夫をされるなど、経費の縮減に努められている。平成29年度の活動実績は年間372

業

人（延べ628人）

説 明 となっており、一定の評価はできる。しかし、ボランティア登録者の提供スキルと学校側のニーズに乖離があるた

価 め、ボランティア登録者のうち一度も参加できなかった方が少なからず存在するた

の

め、チラシの工夫や学校側のニ
ーズの掘り起こしなど、マッチング部分の改善が必要である。

概要説明

５．事業の実績・目
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○学校支援ボランティアバンクへの登録が増加した。
実績・成果 ○学

　

校支援ボランティア登録者の増加を図るとともに、学校からの要請数と、それに伴う稼働時間を増加させるこ
とが重要と考える。

等 の 説 明 ○地域が主体的に学校運営に参画する「地域とともにある学校づくり」に向けた体制

当

を整備することが必要であ　
　る。

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

１ ポイント 直接のサービスの相手方 3 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 1
事 業 の 継続実施

次 総合評価
 本

初

事業は、学校の授業や運営において、学校では対応できない内容であったり、外部からのサポートがあれば作

評 業等が円滑に進む内容であることを理由に、学校からの要請に基づき、地域資源・地域活力であるボランティア
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説 明 録者とのマッチングを行い、要請のあった学校へ派遣する事業である。

価  本事業の主な支出内容は、学校要請とボランティア登録者とのマッチングを行うコーディネーターの報償費であ
り、事業費は国・県・市それ


